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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

 

平成26年度第３四半期
連結累計期間

平成27年度第３四半期
連結累計期間

平成26年度

(自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日)

(自 平成27年４月１日
 至 平成27年12月31日)

(自 平成26年４月１日
 至 平成27年３月31日)

経常収益 百万円 118,601 121,827 159,046

経常利益 百万円 35,897 37,976 47,332

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 24,884 24,940 ―

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 ― ― 30,523

四半期包括利益 百万円 55,384 17,501 ―

包括利益 百万円 ― ― 75,210

純資産額 百万円 572,766 592,733 578,387

総資産額 百万円 9,615,561 10,094,592 10,195,184

１株当たり四半期純利益金額 円 98.24 102.36 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 120.88

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

円 88.12 84.53 ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ― ― 108.24

自己資本比率 ％ 5.9 5.8 5.6
 

　

 

平成26年度第３四半期
連結会計期間

平成27年度第３四半期
連結会計期間

(自 平成26年10月１日
 至 平成26年12月31日)

(自 平成27年10月１日
 至 平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 45.30 30.90
 

(注) １　当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期連

結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３　自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計 －（四半期）期末新株予約権 －（四半期）期末非支配

株主持分）を（四半期）期末資産の部合計で除して算出しております。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。
 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社の異動については、以下のとおりであります。

第２四半期連結会計期間に、株式会社ＹＭＦＧ　ＺＯＮＥプラニングを新規設立し、連結子会社としておりま

す。　

当第３四半期連結会計期間において、当社の連結子会社でありました株式会社やまぎんカードホールディングスと

株式会社やまぎん信用保証が合併（株式会社やまぎん信用保証を存続会社とする吸収合併方式）いたしました。ま

た、合併に伴い、存続会社の商号を株式会社ワイエム保証に変更しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。　

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当社と株式会社ワイエム保証との株式交換契約

当社及び当社の連結子会社である株式会社ワイエム保証（以下「ワイエム保証」という。）は、平成27年12月28日

開催の両社取締役会において、当社を完全親会社、ワイエム保証を完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、

同日付で株式交換契約を締結いたしました。

株式交換契約の概要は、以下のとおりであります。

１ 株式交換の目的

本株式交換により、当社によるグループの内部統制機能を強化します。

２　株式交換の日（効力発生日）

平成28年２月１日

３　株式交換の方法

ワイエム保証普通株式１株に対して、当社普通株式1,237株を割当て交付します。ただし、当社が保有するワイ

エム保証普通株式1,300株については、本株式交換による割当ては行いません。

本株式交換は、当社については会社法第796条第２項の規定に基づく簡易株式交換の手続きにより当社の株主総

会の承認を得ることなく行います。ワイエム保証については、平成28年１月22日開催の臨時株主総会にて承認を

得ております。

４　株式交換比率

 当社 ワイエム保証

株式交換に係る割当比率 1 1,237
 

５　株式交換比率の算定根拠

本株式交換における株式交換比率算定の公正性・妥当性を期すため、株式会社大和総研（以下「大和総研」と

いう。）に、株式交換比率の算定を依頼しました。

大和総研は、当社の普通株式については、当社の普通株式が東京証券取引所に上場しており、市場株価が存在

することから市場株価法による算定を行いました。非上場会社であるワイエム保証の普通株式については、将来

の事業活動の状況を反映した財務予測に基づく配当割引モデル（DDM 法）による算定を行いました。

両社は、大和総研から提出を受けた株式交換比率について慎重に交渉・協議を重ねた結果、最終的に上記株式

交換比率が妥当であるとの判断に至り、合意いたしました。

６　株式交換完全親会社となる会社の概要（平成27年12月31日現在）

商号　　　株式会社山口フィナンシャルグループ

資本金　　50,000百万円

事業内容　銀行子会社等の経営管理

７　株式交換完全子会社となる会社の概要（平成27年12月31日現在）

商号　　　株式会社ワイエム保証

資本金　　62百万円

事業内容　信用保証業
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、一部に弱さがみられましたが、各種政策の効果もあって、緩

やかな回復基調を辿りました。生産活動は、新興国経済の減速の影響などから、弱含みで推移しました。一方、雇

用・所得環境が改善する中、個人消費は総じて底堅い動きとなりました。

地元経済も、緩やかな回復を続けました。生産活動は、自動車の生産が高稼働を維持するなど、総じて堅調に推

移しました。また、個人消費は、雇用・所得環境が改善傾向を辿る中、持ち直しの動きがみられました。

こうした中で、地域金融機関は、「地方創生」の観点から、地域経済発展への貢献という使命を果たすべく、財

務体質及び収益力の強化とともに、資金供給の一層の円滑化や金融サービスのさらなる充実が強く要請されており

ます。

このような経済環境の中、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は、次のとおりとなりました。

経常収益は、株式等売却益の増加を主因として、前年同期比32億26百万円増加して1,218億27百万円となりまし

た。一方、経常費用は、国債等債券売却損に加え、その他業務費用の増加を主因として、前年同期比11億47万円増

加して838億50百万円となりました。

 この結果、経常利益は前年同期比20億79百万円増加して379億76百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前

年同期比56百万円増加して249億40百万円となりました。

また、当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末比1,006億円減少して10兆945億円とな

り、純資産は利益剰余金の増加を主因に、前連結会計年度末比144億円増加して5,927億円となりました。

主要な勘定の残高につきましては、譲渡性預金を含めた預金は前連結会計年度末比632億円減少して９兆1,458億

円、貸出金は前連結会計年度末比1,618億円増加して６兆3,898億円、有価証券は前連結会計年度末比1,272億円減少

して２兆1,967億円となりました。
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国内・海外別収支

資金運用収支は、国内689億62百万円、海外６億90百万円、合計696億52百万円となりました。

役務取引等収支は、国内125億99百万円、海外△３百万円、合計125億95百万円となりました。

特定取引収支は、国内のみの取扱で15億21百万円となりました。

また、その他業務収支は、国内13億36百万円、海外△81百万円、合計12億55百万円となりました。

 

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円) 金額（百万円) 金額（百万円) 金額（百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 73,492 808 ― 74,301

当第３四半期連結累計期間 68,962 690 ― 69,652

　うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 79,469 1,110 62 80,517

当第３四半期連結累計期間 74,705 961 104 75,562

　うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 5,976 301 62 6,215

当第３四半期連結累計期間 5,742 271 104 5,909

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 12,643 △1 ― 12,642

当第３四半期連結累計期間 12,599 △3 ― 12,595

　うち役務取引等
　収益

前第３四半期連結累計期間 18,192 16 ― 18,208

当第３四半期連結累計期間 18,462 12 ― 18,475

　うち役務取引等
　費用

前第３四半期連結累計期間 5,548 17 ― 5,566

当第３四半期連結累計期間 5,863 16 ― 5,879

特定取引収支
前第３四半期連結累計期間 1,958 ― ― 1,958

当第３四半期連結累計期間 1,521 ― ― 1,521

　うち特定取引収益
前第３四半期連結累計期間 1,958 ― ― 1,958

当第３四半期連結累計期間 1,523 ― ― 1,523

　うち特定取引費用
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 2 ― ― 2

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 5,702 80 ― 5,782

当第３四半期連結累計期間 1,336 △81 ― 1,255

　うちその他業務
　収益

前第３四半期連結累計期間 9,611 80 ― 9,691

当第３四半期連結累計期間 12,015 ― ― 12,015

　うちその他業務
　費用

前第３四半期連結累計期間 3,908 ― ― 3,908

当第３四半期連結累計期間 10,678 81 ― 10,760
 

(注) １　「国内」とは、当社、銀行業を営む連結子会社（海外店を除く）及び国内に本店を有する銀行業以外の連結

子会社であります。

２　「海外」とは、銀行業を営む連結子会社の海外店であります。

３　相殺消去額は、銀行業を営む連結子会社の海外店に係る本支店間の資金貸借の利息であります。

４　資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用を控除して表示しております。
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国内・海外別役務取引の状況

役務取引等収益は、預金・貸出業務、為替業務及び証券関連業務を中心として、国内184億62百万円、海外12百

万円、合計で184億75百万円となりました。

一方、役務取引等費用は、国内58億63百万円、海外16百万円、合計で58億79百万円となりました。

 

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円) 金額（百万円) 金額（百万円) 金額（百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 18,192 16 ― 18,208

当第３四半期連結累計期間 18,462 12 ― 18,475

　うち預金・貸出
　業務

前第３四半期連結累計期間 3,735 0 ― 3,735

当第３四半期連結累計期間 3,713 0 ― 3,713

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 4,398 15 ― 4,414

当第３四半期連結累計期間 4,353 12 ― 4,365

　うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 4,752 ― ― 4,752

当第３四半期連結累計期間 4,806 ― ― 4,806

　うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 228 ― ― 228

当第３四半期連結累計期間 240 ― ― 240

　うち保護預り・
貸金庫業務

前第３四半期連結累計期間 262 ― ― 262

当第３四半期連結累計期間 254 ― ― 254

　うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 348 0 ― 348

当第３四半期連結累計期間 321 0 ― 321

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 5,548 17 ― 5,566

当第３四半期連結累計期間 5,863 16 ― 5,879

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 727 6 ― 733

当第３四半期連結累計期間 759 5 ― 764
 

(注) １　「国内」とは、当社、銀行業を営む連結子会社（海外店を除く）及び国内に本店を有する銀行業以外の連結

子会社であります。

２　「海外」とは、銀行業を営む連結子会社の海外店であります。
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国内・海外別特定取引の状況

特定取引収益は、商品有価証券収益15億23百万円を計上しました。

特定取引費用は、特定金融派生商品費用２百万円を計上しました。

 

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円) 金額（百万円) 金額（百万円) 金額（百万円)

特定取引収益
前第３四半期連結累計期間 1,958 ─ ─ 1,958

当第３四半期連結累計期間 1,523 ─ ─ 1,523

　うち商品有価証券
　収益

前第３四半期連結累計期間 1,832 ─ ─ 1,832

当第３四半期連結累計期間 1,523 ─ ─ 1,523

　うち特定取引
　有価証券収益

前第３四半期連結累計期間 ─ ― ― ─

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

　うち特定金融
　派生商品収益

前第３四半期連結累計期間 126 ─ ─ 126

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

　うちその他の
　特定取引収益

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

特定取引費用
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 2 ─ ─ 2

　うち商品有価証券
　費用

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

　うち特定取引
　有価証券費用

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

　うち特定金融
　派生商品費用

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 2 ─ ─ 2

　うちその他の
　特定取引費用

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─
 

(注) １　「国内」とは、当社、銀行業を営む連結子会社（海外店を除く）及び国内に本店を有する銀行業以外の連結

子会社であります。

２　「海外」とは、銀行業を営む連結子会社の海外店であります。
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国内・海外別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

 

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円) 金額（百万円) 金額（百万円) 金額（百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 8,118,379 6,987 ― 8,125,366

当第３四半期連結会計期間 8,377,924 6,992 ― 8,384,916

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 3,773,021 2,546 ― 3,775,567

当第３四半期連結会計期間 3,933,256 3,065 ― 3,936,321

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 4,256,180 4,438 ― 4,260,619

当第３四半期連結会計期間 4,371,417 3,924 ― 4,375,342

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 89,176 2 ― 89,179

当第３四半期連結会計期間 73,250 2 ― 73,252

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 502,455 ― ― 502,455

当第３四半期連結会計期間 760,935 ― ― 760,935

総合計
前第３四半期連結会計期間 8,620,834 6,987 ― 8,627,822

当第３四半期連結会計期間 9,138,860 6,992 ― 9,145,852
 

(注) １　「国内」とは、当社、銀行業を営む連結子会社（海外店を除く）及び国内に本店を有する銀行業以外の連結

子会社であります。

２　「海外」とは、銀行業を営む連結子会社の海外店であります。

３　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

４　定期性預金＝定期預金
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国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残・構成比）

 

 

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額（百万円) 構成比（％) 金額（百万円) 構成比（％)

国内
（除く特別国際金融取引勘定分）

6,112,575 100.00 6,354,014 100.00

　製造業 955,486 15.63 919,228 14.47

　農業，林業 3,695 0.06 6,792 0.11

　漁業 3,114 0.05 3,259 0.05

　鉱業，採石業，砂利採取業 7,161 0.12 6,285 0.10

　建設業 226,989 3.71 236,365 3.72

　電気・ガス・熱供給・水道業 227,329 3.72 243,681 3.84

　情報通信業 29,435 0.48 27,195 0.43

　運輸業，郵便業 350,042 5.73 365,823 5.76

　卸売業，小売業 774,942 12.68 807,876 12.71

　金融業，保険業 389,150 6.36 401,047 6.31

　不動産業，物品賃貸業 786,069 12.86 839,973 13.22

　その他サービス業 507,912 8.31 512,413 8.06

　地方公共団体 911,263 14.91 996,456 15.68

　その他 939,981 15.38 987,614 15.54

海外及び特別国際金融取引勘定分 35,055 100.00 35,877 100.00

　政府等 3,922 11.19 2,421 6.75

　金融機関 2,020 5.76 4,429 12.35

　その他 29,112 83.05 29,026 80.90

合計 6,147,630 ― 6,389,891 ―
 

(注) １　「国内」とは、当社、銀行業を営む連結子会社（海外店を除く）及び国内に本店を有する銀行業以外の連結

子会社であります。

２　「海外」とは、銀行業を営む連結子会社の海外店であります。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

 

(3) 研究開発活動

該当ありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数（株）

(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 264,353,616 264,353,616
東京証券取引所
(市場第一部)

株主としての権利内容に制限のない

標準となる株式で、単元株式数は

1,000株であります。

計 264,353,616 264,353,616 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
― 264,353 ― 50,000 ― 12,500

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数（株) 議決権の数（個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式（その他) ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式    19,668,000

― ―

（相互保有株式）
普通株式       112,000

― ―

完全議決権株式（その他)（注） 普通株式   242,436,000 242,436 ―

単元未満株式 普通株式     2,137,616 ― ―

発行済株式総数 264,353,616 ― ―

総株主の議決権 ― 242,436 ―
 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式（株式数924千株、議決

権の数924個）が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社山口フィナンシャ
ルグループ

山口県下関市竹崎町四丁目
２番36号

19,668,000 ― 19,668,000 7.44

（相互保有株式）
ワイエムリース株式会社

山口県下関市南部町19番
７号

70,000 ― 70,000 0.02

（相互保有株式）
もみじカード株式会社

広島県広島市中区銀山町
４番10号

42,000 ― 42,000 0.01

計 ― 19,780,000 ― 19,780,000 7.48
 

（注）上記のほか、従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式924千株を、中間財務諸表上及び中間連結財務諸表

上、自己株式として会計処理しております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自平成27年10月１日　至平

成27年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 現金預け金 965,274 912,234

 コールローン及び買入手形 283,250 211,505

 買入金銭債権 8,362 8,559

 特定取引資産 6,244 5,400

 金銭の信託 48,096 47,852

 有価証券 ※2  2,323,984 ※2  2,196,703

 貸出金 ※1  6,228,014 ※1  6,389,891

 外国為替 14,281 21,368

 リース債権及びリース投資資産 13,349 13,428

 その他資産 185,282 174,480

 有形固定資産 87,999 88,549

 無形固定資産 16,886 10,489

 退職給付に係る資産 33,476 33,466

 繰延税金資産 2,880 2,974

 支払承諾見返 52,292 49,314

 貸倒引当金 △74,490 △71,628

 資産の部合計 10,195,184 10,094,592

負債の部   

 預金 8,441,551 8,384,916

 譲渡性預金 767,528 760,935

 コールマネー及び売渡手形 75,070 58,454

 債券貸借取引受入担保金 24,028 34,553

 特定取引負債 5,424 4,514

 借用金 39,821 35,228

 外国為替 309 211

 社債 25,000 -

 新株予約権付社債 72,102 72,366

 その他負債 81,218 70,746

 賞与引当金 3,015 1,854

 退職給付に係る負債 3,467 3,313

 役員退職慰労引当金 36 35

 利息返還損失引当金 36 39

 睡眠預金払戻損失引当金 1,357 1,019

 ポイント引当金 70 77

 特別法上の引当金 11 16

 繰延税金負債 12,991 12,816

 再評価に係る繰延税金負債 11,462 11,445

 支払承諾 52,292 49,314

 負債の部合計 9,616,796 9,501,859
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

純資産の部   

 資本金 50,000 50,000

 資本剰余金 59,686 59,548

 利益剰余金 386,187 407,739

 自己株式 △24,320 △24,068

 株主資本合計 471,553 493,220

 その他有価証券評価差額金 71,146 63,643

 繰延ヘッジ損益 △315 △274

 土地再評価差額金 23,993 23,957

 退職給付に係る調整累計額 5,003 4,625

 その他の包括利益累計額合計 99,827 91,951

 新株予約権 511 558

 非支配株主持分 6,495 7,002

 純資産の部合計 578,387 592,733

負債及び純資産の部合計 10,195,184 10,094,592
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

経常収益 118,601 121,827

 資金運用収益 80,517 75,562

  （うち貸出金利息） 58,973 57,635

  （うち有価証券利息配当金） 20,616 16,495

 役務取引等収益 18,208 18,475

 特定取引収益 1,958 1,523

 その他業務収益 9,691 12,015

 その他経常収益 ※1  8,225 ※1  14,250

経常費用 82,703 83,850

 資金調達費用 6,244 5,936

  （うち預金利息） 4,844 4,492

 役務取引等費用 5,566 5,879

 特定取引費用 － 2

 その他業務費用 3,908 10,760

 営業経費 64,765 59,744

 その他経常費用 ※2  2,218 ※2  1,527

経常利益 35,897 37,976

特別利益 2,390 1,353

 固定資産処分益 － 14

 負ののれん発生益 2,390 －

 退職給付信託返還益 － 1,338

特別損失 271 126

 固定資産処分損 47 46

 減損損失 20 75

 段階取得に係る差損 200 －

 金融商品取引責任準備金繰入額 3 5

税金等調整前四半期純利益 38,017 39,202

法人税、住民税及び事業税 8,670 10,543

法人税等調整額 4,032 3,322

法人税等合計 12,703 13,865

四半期純利益 25,314 25,337

非支配株主に帰属する四半期純利益 429 396

親会社株主に帰属する四半期純利益 24,884 24,940
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 25,314 25,337

その他の包括利益 30,070 △7,835

 その他有価証券評価差額金 29,268 △7,499

 繰延ヘッジ損益 21 40

 退職給付に係る調整額 793 △377

 持分法適用会社に対する持分相当額 △13 -

四半期包括利益 55,384 17,501

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 54,954 17,101

 非支配株主に係る四半期包括利益 429 400
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【注記事項】

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

 
連結の範囲の重要な変更　

第２四半期連結会計期間より、新規設立により、株式会社ＹＭＦＧ ＺＯＮＥプラニングを連結の範囲に含めてお

り　ます。

当第３四半期連結会計期間において、当社の連結子会社でありました株式会社やまぎんカードホールディングスと

株式会社やまぎん信用保証が合併（株式会社やまぎん信用保証を存続会社とする吸収合併方式）したため、株式会社

やまぎんカードホールディングスを連結の範囲から除外しております。また、合併に伴い、存続会社の商号を株式会

社ワイエム保証に変更しております。　

 
（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）、及

び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」とい

う。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による

差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更

しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定

による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法

に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を

行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四

半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。　

この結果、当第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益は98百万円増加しております。また、当第３四

半期連結会計期間末の資本剰余金が98百万円減少しております。

 
（追加情報）

（従業員持株ＥＳＯＰ信託）

当社は、当社及び当社グループ従業員（以下「従業員」という。）の福利厚生の充実を目的とした、「従業員持株

ＥＳＯＰ信託」を導入しております。

(1) 取引の概要

当社が「山口フィナンシャルグループ従業員持株会」（以下「当社持株会」という。）に加入する従業員のう

ち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は平成23年９月から５年間にわたり当社持株

会が取得すると見込まれる数の当社株式を一括して取得し、その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持

株会に売却いたします。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。

当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末785百万円、1,047千株、当第３四半期連結会計期間

末622百万円、830千株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は、前連結会計年度末630百万円、当第３四半期連結会計期間

末420百万円であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

破綻先債権額 21,398百万円 20,847百万円

延滞債権額 80,077百万円 76,402百万円

３ヵ月以上延滞債権額 691百万円 858百万円

貸出条件緩和債権額 15,260百万円 13,165百万円

合計額 117,427百万円 111,273百万円
 

　

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

※２　「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

 4,785百万円 4,327百万円
 

　

（四半期連結損益計算書関係）

※１　その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

株式等売却益    3,775百万円 9,503百万円

貸倒引当金戻入益    2,770百万円 1,772百万円
 

 

※２　その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

株式等売却損   554百万円 828百万円

金銭の信託運用損  1,093百万円 －
 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 　　　　7,773百万円 5,352百万円

のれんの償却額 　　　　3,702百万円 3,697百万円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日)

 

１　配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年
５月９日
取締役会

普通株式
1,781
(注)１

7.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日
その他
利益剰余金

平成26年　
11月７日　
取締役会

普通株式
1,782

(注)２
7.00 平成26年９月30日 平成26年12月10日

その他
利益剰余金

 

（注）１　配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託に対する配当金９百万円を含めております。

２　配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託に対する配当金８百万円を含めております。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日)

 

１　配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年
５月８日
取締役会

普通株式
1,712
(注)１

7.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日
その他
利益剰余金

平成27年　
11月６日　
取締役会

普通株式
1,712

(注)２
7.00 平成27年９月30日 平成27年12月10日

その他
利益剰余金

 

（注）１　配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託に対する配当金７百万円を含めております。

２　配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託に対する配当金６百万円を含めております。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、銀行業以外に証券業、リース業、クレジットカード業等を営んでおりますが、銀行業以外のセ

グメントはいずれも重要性に乏しく、銀行業の単一セグメントとみなせるため、記載を省略しております。

 

（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められ

ないため、記載を省略しております。
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（有価証券関係）

企業集団の事業の運営において重要なものであることから記載しております。

１　満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

地方債 900 914 14

社債 2,795 2,836 40

その他 751 767 16

合計 4,446 4,518 71
 

 

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日）

 
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

地方債 1,400 1,426 26

社債 2,885 2,943 58

その他 712 718 5

合計 4,998 5,088 90
 

(注)　時価は、四半期連結会計期間末日（連結会計年度末日）における市場価格等に基づいております。

 

２　その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 62,867 139,130 76,263

債券 1,860,812 1,877,431 16,618

　国債 732,645 736,308 3,662

　地方債 38,846 39,491 644

　社債 1,089,320 1,101,631 12,310

その他 283,369 294,156 10,786

合計 2,207,049 2,310,717 103,668
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当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日）

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 63,681 140,898 77,216

債券 1,734,030 1,753,941 19,911

　国債 651,612 656,268 4,656

　地方債 27,755 28,442 687

　社債 1,054,662 1,069,230 14,567

その他 291,170 286,662 △4,508

合計 2,088,882 2,181,502 92,619
 

(注)１　四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）は、株式については四半期連結会計期間末前１カ月

（連結会計年度末前１カ月）の市場価格の平均に基づいて算出された額により、また、それ以外については、

四半期連結会計期間末日（連結会計年度末日）における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したも

のであります。

２　その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで

回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結

貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処

理（以下、「減損処理」という。）しております。

前連結会計年度における減損処理額は株式16百万円であります。

当第３四半期連結累計期間における減損処理額は株式69百万円であります。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、以下のとおり定めております。

時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合は、「著しく下落した」と判断しております。ただし、株式

及びこれに準ずる有価証券については、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落した場合は、発行会社

の信用リスク（自己査定における債務者区分、外部格付等）、過去の一定期間の下落率を勘案して、「著しく

下落した」かどうかを判断しております。

 

（金銭の信託関係）

企業集団の事業の運営において重要なものであることから記載しております。

１　満期保有目的の金銭の信託

前連結会計年度（平成27年３月31日）

該当ありません。

 

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日）

該当ありません。

 

２　その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

その他の金銭の信託 48,273 48,096 △177
 

 

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日）

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

その他の金銭の信託 47,862 47,852 △9
 

(注)　四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）は、四半期連結会計期間末日（連結会計年度末日）に

おける市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
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（デリバティブ取引関係）

企業集団の事業の運営において重要なものであることから記載しております。

（１）金利関連取引

前連結会計年度（平成27年３月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

店頭
金利スワップ 101,183 116 116

金利キャップ 96 △0 3

合　計 ― 116 119
 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第24号　平成14年２月13日）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引及び金利ス

ワップの特例処理を行っている金利スワップは、上記記載から除いております。

 

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

店頭
金利スワップ 74,176 93 93

金利キャップ 80 △0 3

合　計 ― 93 97
 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第24号　平成14年２月13日）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引及び金利ス

ワップの特例処理を行っている金利スワップは、上記記載から除いております。

 

（２）通貨関連取引

前連結会計年度（平成27年３月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

店頭

通貨スワップ 261,656 △10,093 △1,731

為替予約 184,057 △154 △154

通貨オプション 349,656 1,645 3,677

合　計 ― △8,602 1,791
 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第25号　平成14年７月29日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外

貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又

は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

 

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

店頭

通貨スワップ 342,868 △50 △1,573

為替予約 165,366 963 963

通貨オプション 317,857 1,282 3,117

合　計 ― 2,196 2,507
 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第25号　平成14年７月29日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外

貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているも

の、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

 

（３）株式関連取引
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前連結会計年度（平成27年３月31日）

該当ありません。

 

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日）

該当ありません。

 

（４）債券関連取引

前連結会計年度（平成27年３月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品
取引所

債券先物 111,318 △274 △274

合　計 ― △274 △274
 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

 

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品
取引所

債券先物 135,047 △281 △281

合　計 ― △281 △281
 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

 

（５）商品関連取引

前連結会計年度（平成27年３月31日）

該当ありません。

 

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日）

該当ありません。

 

（６）クレジット・デリバティブ取引

前連結会計年度（平成27年３月31日）

該当ありません。

 

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日）

該当ありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、次のとおりであります。

 

  
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 円 98.24 102.36

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 24,884 24,940

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純利益

百万円 24,884 24,940

普通株式の期中平均株式数 千株 253,299 243,656

(2) 潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

円 88.12 84.53

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する
四半期純利益調整額

百万円 ― 0

うち支払利息（税額相当額控除
後）

百万円 ― 0

普通株式増加数 千株 29,088 51,411

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり四半期純利益金
額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

 

＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿

 

(注)　従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式については、四半期連結貸借対照表において自己株式として会計

処理しているため、上記の「普通株式の期中平均株式数」に当該株式は含まれておりません。当該株式の期中平

均株式数は前第３四半期連結累計期間1,237千株、当第３四半期連結累計期間943千株であります。
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（重要な後発事象）

当社及び当社連結子会社の株式会社ワイエム保証（以下「ワイエム保証」という。）は、平成28年２月１日を効

力発生日として、当社を完全親会社、ワイエム保証を完全子会社とする株式交換を行いました。当該株式交換は共

通支配下の取引等であり、その概要は以下のとおりです。

 
１　取引の概要

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容　　名　　　称　ワイエム保証

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の内容　信用保証業

（２）企業結合日　　　　　　　　　平成28年２月１日

（３）企業結合の法的形式　　　　　当社を完全親会社、ワイエム保証を完全子会社とする株式交換

（４）結合後企業の名称　　　　　　変更なし

（５）その他取引の概要に関する事項

　　　当社によるグループの内部統制機能を強化することを目的としております。

 
２　実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支

配下の取引等として処理しております。

 
３　子会社株式の追加取得に関する事項

（１）取得原価及びその内訳

取得の対価 自己株式 602百万円

取得原価  602百万円
 

　　　上記の記載は、非支配株主との取引に係るものであり、連結会社相互間の取引については全額を相殺消去

しております。

　　　なお、取得に直接要した費用は１百万円であります。

（２）株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数

　　①　株式の種類別の交換比率　当社普通株式1,237株：ワイエム保証普通株式１株

　　②　交換比率の算定方法

　　　　株式交換比率の公正性・妥当性を期すため、当社は株式会社大和総研を、株式交換比率の算定に関する

第三者算定機関として選定し算定を依頼しました。かかる算定結果を参考に、当社及びワイエム保証で株

式交換比率について慎重に交渉・協議を重ねた結果、上記記載の株式交換比率が妥当であるとの判断に至

り、合意・決定いたしました。

　　③　交付株式数　466千株

 
２ 【その他】

中間配当

平成27年11月６日開催の取締役会において、第10期の中間配当につき次のとおり決議しました。

 　　中間配当金額 1,712百万円 

 　　１株当たりの中間配当金 7.00円  

 （注）中間配当金額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託に対する配当金６百万円を含めております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月12日

株式会社山口フィナンシャルグループ

取 締 役 会 御 中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　林　　　　　秀　　行　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　中　　井　　　　　修　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　伊　　藤　　浩　　之　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社山口

フィナンシャルグループの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成27年10月１日から平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社山口フィナンシャルグループ及び連結子会社の平成27年

12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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